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連結子会社３社間の吸収合併に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社日本保育総合研究所（以

下、「日本保育総合研究所」といいます。）、株式会社ジェイキャスト（以下、「ジェイキャスト」と

いいます。）及び株式会社ジェイ・プランニング販売（以下、「ジェイ・プランニング販売」といい

ます。）の３社につきましては、2023 年１月１日を効力発生日として、日本保育総合研究所を吸収

合併存続会社、ジェイキャスト及びジェイ・プランニング販売を吸収合併消滅会社とする合併を決

定いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 なお、本合併は、当社の連結子会社間の合併であるため、開示事項・内容を一部省略しておりま

す。 

 

記 

 

１．合併の目的 

  日本保育総合研究所は、保育や発達支援に関する研修・研究、保育所等訪問支援事業、子育て

プラットフォーム「コドメル」の運営、補助金対応業務を、ジェイキャストは、子育て支援施設

向けに英語・体操・リトミック・ダンス教室のプログラム開発と請負、ジェイ・プランニング販

売は、保育用品の企画・販売など、子育て支援に伴う関連事業を主要とする当社の完全子会社で

あります。 

  今般の合併の目的は、経営資源の経営効率を図るとともに、選ばれる園・施設として更なる子

育て支援サービスの質的向上と事業規模の拡大を目指し、各種子育て支援プログラムを強化・拡

充し、新規事業の運営や外販対応の強化に繋げ、競争優位性と事業規模拡大を目指すものです。 

 

２．合併の要旨 

  （１）合併の日程 

     合併決定取締役会                                2022年９月 26日（月） 

     合併契約締結（合併当事者間）                    2022年９月 26日（月） 

      合併の予定日（効力発生日）                      2023年１月１日（日）予定 

      

（２）合併方式 

      日本保育総合研究所を存続会社とする吸収合併方式で、ジェイキャスト及びジェイ・

プランニング販売は解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

      当社の完全子会社同士の合併であるため、本合併による新株の発行及び合併交付金の

支払いはありません。 

 

 

会 社 名 株式会社ＪＰホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 坂 井  徹    

（コード番号：2749 プライム市場） 

問合せ先 広報 IR部 部長 都 志 謙 治   

（TEL 052－933－5419） 
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（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

      該当事項はありません。 

 

  （５）存続会社が承継する権利義務 

      ジェイキャスト及びジェイ・プランニング販売は、本合併に際して、ジェイキャスト

及びジェイ・プランニング販売が有する資産、負債及び権利義務の一切を効力発生日に

おいて、日本保育総合研究所に引継ぎ、日本保育総合研究所はこれを承継します。 

 

３．合併当事会社の概要（2022年３月 31日現在） 

 吸収合併存続会社 吸収合併消滅会社 

(１)商 号 株式会社日本保育総合

研究所 

株式会社ジェイキャス

ト 

株式会社ジェイ・プラ

ンニング販売 

(２)事 業 内 容 子育て支援に関する研

修・保育所等訪問支援

事業・子育て支援プラ

ットフォームの運営 

英語・体操・リトミッ

ク・ダンス・幼児学習

プログラム等の開発・

提供及び発達支援事業 

保育用品の企画・販売 

(３)設 立 年 月 日 2013年３月１日 2006年１月 16日 2004年 10月１日 

(４)本 店 所 在 地 愛知県名古屋市東区葵

3丁目 15番 31号 千種

ニュータワービル 17F 

愛知県名古屋市東区葵

3丁目 15番 31号 千種

ニュータワービル 17F 

愛知県名古屋市東区葵

3 丁目 15 番 31 号 千種

ニュータワービル 17F 

(５)代表者の氏名・ 

役職 

代表取締役社長 

田中 信一郎 

代表取締役社長 

轟 崇久 

代表取締役社長 

坂井 徹 

(６)資 本 金 の 額 10百万円 10百万円 10百万円 

(７)発行済株式数 200株 208株 200株 

(８)純 資 産 447百万円 319百万円 297百万円 

(９)総 資 産 633百万円 463百万円 515百万円 

(10)事業年度の末日 ３月 31日 ３月 31日 ３月 31日 

(11)大株主及び持株 

比率 

当社 100％ 当社 100％ 当社 100％ 

（百万円未満 切り捨て） 

 

４．合併後の状況 

   本合併による存続会社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期

に変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

   本合併は、完全子会社同士の合併であるため、当社業績及び連結業績に与える影響は軽微で

あります。 

 

 

以上 


